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平成２２年第１回中間市議会定例会会期日程(案) 

 

（会 期 ３月１日～３月２６日：２６日間） 

月   日 曜 本 会 議 委員会 審   査   事   項 

 ３月 １日 月 

開   議 

 

 

午前１０時 

 

１．会期の決定 

２．議案第１号～第２９号 

［ 議案上程・提案理由説明 ］ 

 ３月 ２日 火  休   会   

 ３月 ３日 水 

開   議 

 

午前１０時 

 

１．一般質問 

２．議案第１号～第１８号 

┌ 質疑・討論・採決 ┐ 

└ 委員会付託    ┘ 

 ３月 ４日 木 休   会 委 員 会  

 ３月 ５日 金 休   会 委 員 会  

 ３月 ６日 土 休   会   

 ３月 ７日 日 休   会   

 ３月 ８日 月 休   会 委 員 会  

 ３月 ９日 火 休   会 委 員 会  

 ３月１０日 水 休   会 委 員 会  

  ３月１１日 木 休   会   

 ３月１２日 金 

開   議 

 

午前１０時 

 

１．議案第１号～第１２号 

  議案第１４号・議案第１５号 

２．議案第１９号～第２９号 

┌ 委員長報告・質疑・討論・採決 ┐ 

└ 委員会付託          ┘ 

 ３月１３日 土 休   会   

 ３月１４日 日 休   会   

 ３月１５日 月 休   会 委 員 会  

 ３月１６日 火 休   会 委 員 会  

 ３月１７日 水 休   会   

 ３月１８日 木 休   会   

 ３月１９日 金 休   会 委 員 会  

 ３月２０日 土 休   会   

 ３月２１日 日 休   会   

 ３月２２日 月 休   会   

 ３月２３日 火 休   会 委 員 会  

 ３月２４日 水 休   会 委 員 会  

 ３月２５日 木 休   会 委 員 会  

 ３月２６日 金 

開   議 

 

 

午前１０時 

 

１．議案第１９号～第２９号 

２．意見書案第１号～第７号 

３．追加議案 

┌ 委員長報告・議案上程・提案理由説明 ┐ 

└ 質疑・討論・採決          ┘ 
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諸 般 の 報 告 

         第１回中間市議会定例会 

                    平成２２年 ３月 １日 

(報告書の受領) 

１．地方自治法第２３５条の２第３項の規定により、各会計の例月出納検査結果報告書を下

記のとおり監査委員から１２月１６日、２８日、１月７日、２７日、２月２日、３日付でそれ

ぞれ受領した。 

記 

 （１）一般会計及び特別会計等  平成２１年度７月分～９月分 

（２）病 院 事 業 会 計  平成２１年度９月分 

 （３）水 道 事 業 会 計  平成２１年度８月分～１１月分 

 

２．地方自治法第１９９条第９項の規定により、定期監査結果報告書を下記のとおり監

査委員から１２月１６日、２８日、１月１２日、２月１５日、１９日、２３日付で受領した。 

記 

（１）保 護 課      平成２０年度、平成２１年度 

（２）人権男女共同参画課      平成２０年度、平成２１年度 

（３）教 育 総 務 課      平成２０年度、平成２１年度 

（４）学 校 教 育 課      平成２０年度、平成２１年度 

（５）契 約 課      平成２０年度、平成２１年度 

（６）議 会 事 務 局      平成２０年度、平成２１年度 

 

３．地方自治法第１９９条第９項の規定により、公の施設の指定管理者監査報告書を下記のとお

り監査委員から１月１２日付で受領した。 

記 

（１）中間市文化振興財団    平成１９年度、平成２０年度 

 

４．地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２７条第１項の規定に基づき、教育委員会の事

務の管理及び執行の状況の点検・評価についての報告書を教育長から２月２２日付で受領した。 

 

（意見書の提出） 

  平成２１年１２月１６日の本会議で可決された下記の意見書を関係機関に対し同日付でそ

れぞれ送付した。 

記 

（１）住宅用太陽光発電システムへの補助制度を求める意見書 
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（２）子どもたちの生命を守るため、ヒブワクチン及び肺炎球菌ワクチンへの公費助成、定期

接種化を求める意見書 

（３）さらなる緊急雇用対策の実施を求める意見書 

（４）改正貸金業法の早期完全施行等を求める意見書 
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─────────────────────────────────────────────────── 

平成22年 第１回 ３月（定例）中 間 市 議 会 会 議 録（第１日） 

                           平成22年３月１日（月曜日） 

─────────────────────────────────────────────────── 

議事日程（第１号） 

                       平成22年３月１日 午前10時00分開会 

 日程第 １ 会期の決定 

 日程第 ２ 第 １ 号議案 平成２１年度中間市一般会計補正予算（第６号） 

 日程第 ３ 第 ２ 号議案 平成２１年度中間市特別会計国民健康保険事業補正予算（第 

              ４号） 

 日程第 ４ 第 ３ 号議案 平成２１年度中間市公共下水道事業特別会計補正予算（第

３号） 

 日程第 ５ 第 ４ 号議案 平成２１年度中間市介護保険事業特別会計補正予算（第 

              ３号） 

 日程第 ６ 第 ５ 号議案 平成２１年度中間市後期高齢者医療特別会計補正予算（第

２号） 

 日程第 ７ 第 ６ 号議案 平成２１年度中間市水道事業会計補正予算（第３号） 

 日程第 ８ 第 ７ 号議案 平成２１年度中間市病院事業会計補正予算（第１号） 

        （日程第２～日程第８ 提案理由説明） 

 日程第 ９ 第 ８ 号議案 中間市事務分掌条例の一部を改正する条例 

 日程第１０ 第 ９ 号議案 中間市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正

する条例 

 日程第１１ 第１０号議案 中間市特別職職員の給与等に関する条例及び中間市教育委

員会教育長の給与、旅費及び勤務時間等に関する条例の一

部を改正する条例 

 日程第１２ 第１２号議案 中間市敬老祝金条例の一部を改正する条例 

 日程第１３ 第１３号議案 中間市火災予防条例の一部を改正する条例 

        （日程第９～日程第１３ 提案理由説明） 

 日程第１４ 第１１号議案 中間市母子生活支援施設設置条例を廃止する条例 

        （日程第１４ 提案理由説明） 

 日程第１５ 第１４号議案 職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例 

 日程第１６ 第１５号議案 中間市暴力団排除条例 

        （日程第１５～日程第１６ 提案理由説明） 

 日程第１７ 第１６号議案 福岡県市町村職員退職手当組合を組織する地方公共団体の
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数の減少及び福岡県市町村職員退職手当組合規約の変更に

ついて 

 日程第１８ 第１７号議案 福岡県自治振興組合を組織する地方公共団体の数の増減に

ついて 

 日程第１９ 第１８号議案 福岡県市町村災害共済基金組合を組織する地方公共団体の

数の増減について 

        （日程第１７～日程第１９ 提案理由説明） 

 日程第２０ 第１９号議案 平成２２年度中間市一般会計予算 

 日程第２１ 第２０号議案 平成２２年度中間市特別会計国民健康保険事業予算 

 日程第２２ 第２１号議案 平成２２年度中間市住宅新築資金等特別会計予算 

 日程第２３ 第２２号議案 平成２２年度中間市地域下水道事業特別会計予算 

 日程第２４ 第２３号議案 平成２２年度中間市公共下水道事業特別会計予算 

 日程第２５ 第２４号議案 平成２２年度中間市老人保健特別会計予算 

 日程第２６ 第２５号議案 平成２２年度中間市公共用地先行取得特別会計予算 

 日程第２７ 第２６号議案 平成２２年度中間市介護保険事業特別会計予算 

 日程第２８ 第２７号議案 平成２２年度中間市後期高齢者医療特別会計予算 

 日程第２９ 第２８号議案 平成２２年度中間市水道事業会計予算 

 日程第３０ 第２９号議案 平成２２年度中間市病院事業会計予算 

        （日程第２０～日程第３０ 提案理由説明） 

 日程第３１ 会議録署名議員の指名 

────────────────────────────── 

本日の会議に付した事件 

 議事日程のとおり 

────────────────────────────── 

出席議員（18名） 

１番 中家多恵子君       ２番 藤本 利彦君 

３番 安田 明美君       ４番 植本 種實君 

５番 宮下  寛君       ６番 青木 孝子君 

７番 原田 隆博君       ８番 井上 太一君 

９番 掛田るみ子君      １０番 草場 満彦君 

１１番 中尾 淳子君      １２番 古野 嘉久君  

１３番 上村 武郎君      １４番 井上 久雄君  

１５番 山本 慎悟君      １６番 堀田 英雄君  

１７番 片岡 誠二君      １８番 下川 俊秀君  

────────────────────────────── 
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欠席議員（１名） 

１９番 米満 一彦君                  

────────────────────────────── 

欠  員（なし） 

────────────────────────────── 

説明のため出席した者の職氏名 

市長 ……………… 松下 俊男君   副市長 …………… 小南 哲雄君 

教育長 …………… 吉田  孝君   総務部長 ………… 中野  諭君 

市民部長 ………… 小島 一行君   保健福祉部長 …… 藤井 紀生君 

福祉事務所長 …… 溝口  悟君   建設産業部長 …… 野上 忠良君 

教育部長 ………… 中村信一郎君   上下水道局長 …… 佐藤 満洋君 

市立病院事務長 … 行徳 幸弘君   消防長 …………… 一田 健二君 

総務課長 ………… 白尾 啓介君   経営企画課長 …… 松尾 壮吾君 

財政課長 ………… 高橋  洋君                    

人権男女共同参画課長 …………………………………………… 林  文男君 

こども育成課長 … 白橋  宏君   介護保険課長 …… 山本 信弘君 

健康増進課長 …… 中尾三千雄君   市民協働課長 …… 村上 羊三君 

教育総務課長 …… 一田 和彦君   下水道課長 ……… 永野 博之君 

営業課長 ………… 有川 善博君   市立病院課長 …… 成光 嘉明君 

────────────────────────────── 

事務局出席職員職氏名 

局長 植木 建一君       次長 小田 清人君 

書記 岡  和訓君       書記 江上真由美君 

────────────────────────────── 
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午前10時00分開会 

○議長（井上 太一君）   

 おはようございます。ただいままでの出席議員は１８名で定足数に達しております。 

 これより平成２２年第１回中間市議会定例会を開会し、直ちに本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は、お手元に配付しておりますので、ご了承をお願いいたします。 

 この際、日程に入ります前に諸般の報告を行います。 

 報告事項はお手元に配付してあるとおりであります。朗読は省略したいと思いますので、

ご了承をお願いいたします。 

 なお、本日の議案等の朗読は省略したいと思いますので、ご了承をお願いいたします。 

────────────・────・──────────── 

日程第１．会期の決定 

○議長（井上 太一君）   

 これより日程第１、会期の決定を議題といたします。 

 お諮りいたします。今期定例会の会期は、お手元の会期日程表のとおり本日から３月

２６日までの２６日間としたいと思いますが、これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（井上 太一君）   

 ご異議なしと認めます。よって、今期定例会の会期は２６日間と決しました。 

────────────・────・──────────── 

日程第２．第１号議案 

日程第３．第２号議案 

日程第４．第３号議案 

日程第５．第４号議案 

日程第６．第５号議案 

日程第７．第６号議案 

日程第８．第７号議案 

○議長（井上 太一君）   

 次に、日程第２、第１号議案から日程第８、第７号議案までの平成２１年度各会計補正

予算７件を一括議題といたします。 

 市長から提案理由の説明を求めます。松下市長。 

○市長（松下 俊男君）   

 第１号議案から第７号議案までは関連がございますので、一括して提案理由を申し上げ

ます。 

 まず、第１号議案平成２１年度中間市一般会計補正予算（第６号）について、提案理由

を申し上げます。 
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 今回の補正予算におきましては、国において、緊急経済対策を目的とした地域活性化・

経済危機対策交付金、公共投資交付金、きめ細か交付金等々の三つの臨時交付金が配分さ

れることとなりましたことから、この財源を最大限に活用し、学校施設、社会教育施設、

道路等のインフラ整備を行うとともに、平成２２年度予算計上予定事業も一部前倒しをし

て計上することによりまして、一般財源を要さずに効率的な事業実施が可能となり、総額

約１１億５,０００万円の事業費を含む３月補正といたしましては、過去にない大規模な

予算編成となっております。 

 歳出予算における具体的な内容でございますが、総務費におきましては、吉田ぼた山地

区における住宅団地造成に向けての市有地整備工事に３,０００万円、老朽化が進んでお

ります公用車及びパソコンの更新に２,１２０万円を計上いたしております。 

 民生費につきましては、隣保館の鉱害復旧に伴う人権センター建設事業に１億２６０万

円を計上し、また、厳しい経済情勢により生活保護受給者が増加をしていますことから、

生活保護費としまして９,４７０万円を増額計上いたしております。 

 土木費につきましては、豪雨時の冠水防止のため、ダイエー前道路の排水舗装を行う御

館通谷線道路改良工事費といたしまして４,６４０万円を計上いたしております。県事業

であります犬王古月線及び仮屋大膳橋線街路事業負担金といたしまして１,７４０万円を、

また、市内児童遊園及び都市公園内の遊具補修費といたしまして８００万円を増額をし、

市道及び公営住宅の維持補修費といたしまして、平成２２年度予算計上予定の一部でござ

います７,６５０万円を前倒しをして、それぞれ追加計上いたしております。 

 消防費につきましては、購入後１０年が経過をし、全体的なオーバーホールが必要とな

っております、はしご付消防自動車の補修費といたしまして、２,９９０万円を計上して

おります。 

 教育費におきましては、中学校において、武道が必修化されることに伴い、４校すべて

に武道場を建設する工事費といたしまして４億７,３４０万円、中間北小及び中間北中に

おける耐震工事費としまして１億６,３００万円、環境対策としまして、底井野小と中間

北小に太陽光発電を設置する工事費といたしまして６,３４０万円、すべての小中学校の

維持補修を集中的に実施する改良工事費といたしまして、５,５００万円をそれぞれ計上

しております。また、歳入におきましては、景気低迷により市税の減額が６,３００万円、

利子割及び配当割交付金の減額が２,２００万円と一般財源が大きく減額しておりますが、

国庫支出金において、先ほど申し上げました、地域活性化対策である公共投資臨時交付金

及びきめ細かな臨時交付金３億８,５００万円を増額計上し、さらに、手厚い地方交付税

措置が見込まれます有利な補正予算債３億４,４４０万円等を計上することにより、一般

財源の減額を補った上に、総額約１１億５,０００万円の事業を実施することが可能とな

っております。 

 今回の補正予算計上事業につきましては、そのほとんどを繰越明許費として繰り越しを
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行い、執行は平成２２年度となる予定ですが、議決をいただきましたら、可能な限り速や

かに執行し、景気の底上げとともに雇用確保及び就業機会創出を行い、地域の活性化を図

ってまいりたいと考えております。 

 以上により、歳入歳出ともそれぞれ１３億３,３２０万円の補正予算を追加計上し、予

算の総額を歳入歳出それぞれ１７５億６,７３０万円とするものでございます。 

 次に、第２号議案平成２１年度中間市特別会計国民健康保険事業補正予算（第４号）に

ついて、提案理由を申し上げます。 

 まず、歳出の主なものといたしましては、前期高齢者の自己負担額凍結延長に伴う電算

システム改修委託料としまして９０万円を計上し、また、平成２０年度における国庫負担

金等を精算し、償還が必要となりましたことから、償還金利子及び割引料といたしまして

１,９１０万円を増額いたしております。 

 次に、歳入の主なものといたしましては、一般会計からの繰入金としまして４,８８０万

円を減額いたしております。その内訳といたしましては、保険基盤安定繰入金を１,３６０万

円、職員給与費等繰入金を５０万円、財政安定化支援事業繰入金を３,４６０万円、それ

ぞれ減額いたしております。また、歳入欠かん補填収入としまして６,７３０万円を計上

いたしております。 

 以上により、歳入歳出それぞれ１,９５０万円を増額し、予算の総額をそれぞれ６５億

９,２５３万円とするものでございます。 

 次に、第３号議案平成２１年度中間市公共下水道事業特別会計補正予算（第３号）につ

いて、提案理由を申し上げます。 

 今回の補正の主な内容といたしましては、歳出におきまして、流域下水道処理負担金を

７００万円、人件費を１３０万円減額いたしております。 

 次に、歳入におきましては、国の補正予算に伴う事業費の増により公共下水道事業債の

借り入れを７２０万円増額し、一般会計繰入金を１,５５０万円減額いたしております。 

 以上により、歳入歳出それぞれ８３０万円減額をし、予算の総額をそれぞれ２０億

６,２７９万円とするものでございます。 

 次に、第４号議案平成２１年度中間市介護保険事業特別会計補正予算（第３号）につい

て、提案理由を申し上げます。 

 初めに、保険事業勘定の歳出といたしましては、総務費におきまして、委託料、職員手

当等１１０万円減額し、保険給付費につきましては、居宅介護サービス給付費、施設介護

サービス給付費、居宅介護サービス計画給付費、特定入所者介護サービス費に不足を生じ

ましたことから、２億６,９１０万円を増額いたしております。地域支援事業におきまし

ては、介護予防事業費における委託料等を６０万円減額をいたし、基金積立金につきまし

ては、介護給付費準備基金積立金として２００万円を計上しております。 

 次に、歳入につきましては、歳出補正に伴う介護保険料２,４４０万円、国庫支出金
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６,３６０万円、支払基金交付金６,２９０万円、県支出金３,８６０万円、一般会計繰入

金３,２２０万円、介護従事者処遇改善臨時特例基金繰入金８７０万円、前年度繰越金

３,６４０万円を増額いたしております。また、基金繰替運用利息としまして、財産収入

１００万円、事業所からの返納金等の諸収入１１０万円を計上いたしております。 

 以上により、保険事業勘定にサービス事業勘定を加えた補正予算の総額は歳入歳出それ

ぞれ２億６,９２０万円を増額し、予算総額を３５億１６８万円とするものでございます。 

 次に、第５号議案平成２１年度中間市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）につ

いて、提案理由を申し上げます。 

 今回の補正は、後期高齢者医療保険料において、前年度同様の保険料軽減措置が国によ

って行われたことに伴います保険料の減収、また、その軽減分に対し、県、市が補てんす

る額を補正するものでございます。 

 まず、歳出につきましては、後期高齢者医療広域連合納付金４,９２０万円を減額いた

しております。 

 次に、歳入につきましては、後期高齢者医療保険料５,２５０万円を減額し、保険基盤

安定繰入金３３０万円を増額いたしております。 

 以上により、歳入歳出とも４,９２０万円を減額し、予算の総額を歳入歳出それぞれ

６億２,１０６万円とするものでございます。 

 次に、第６号議案平成２１年度中間市水道事業会計補正予算（第３号）について、提案

理由を申し上げます。 

 今回の補正は、昨年の９月定例市議会におきまして、中間市浄水場水道施設運転管理業

務委託について、平成２２年度から平成２４年度までの債務負担行為として１億３,２００万

円のご承認をいただいた予算を補正するものでございます。同業務委託の業者選定に当た

っては、プロポーザル方式による技術提案と見積額によります総合審査により相手方を決

定し、１２月１１日に契約を締結したところでございます。この契約において、委託金額

は３年間で総額９,４３９万５,０００円となりましたことから、その差額であります

３,７６０万５,０００円を減額補正するものでございます。 

 次に、第７号議案平成２１年度中間市病院事業会計補正予算（第１号）について、提案

理由を申し上げます。 

 まず、収益的収入及び支出につきまして、ご説明を申し上げます。 

 収益的収入においては、病院事業収益の医業収益で２億２,５００万円を減額いたして

おります。その主な理由といたしましては、当初予定しておりました整形外科の入院患者

数の減少に伴い、入院収益が減少したことによるものでございます。また、支出において、

病院事業費用で２億２,５００万円を減額いたしております。その内容といたしましては、

医師等の人事異動による給与費６,４００万円、材料費１億１,３００万円、経費

４,８００万円でございます。その結果、病院事業収益及び病院事業費用それぞれ２億
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２,５００万円を減額いたしております。 

 次に、資本的収入及び支出につきまして、ご説明を申し上げます。 

 資本的収入の固定資産整備企業債で４,６００万円、また、資本的支出の固定資産購入

費で４,６００万円を減額いたしております。この補正は当初購入予定でありました医療

機械器具を来年度に繰り延べることに伴うものでございます。 

 以上、ご審議のほどよろしくお願いを申し上げます。 

○議長（井上 太一君）   

 ただいま議題となっております平成２１年度各会計補正予算７件に対する質疑は、３月

３日の本会議で行いますので、ご了承をお願いいたします。 

────────────・────・──────────── 

日程第 ９．第 ８号議案 

日程第１０．第 ９号議案 

日程第１１．第１０号議案 

日程第１２．第１２号議案 

日程第１３．第１３号議案 

○議長（井上 太一君）   

 次に、日程第９、第８号議案から日程第１１、第１０号議案までと、日程第１２、第

１２号議案及び日程第１３、第１３号議案の条例改正５件を一括議題といたします。 

 市長から、提案理由の説明を求めます。松下市長。 

○市長（松下 俊男君）   

 第８号議案から第１０号議案までと、第１２号議案及び第１３号議案を一括して、提案

理由を申し上げます。 

 まず、第８号議案中間市事務分掌条例の一部を改正する条例について、提案理由を申し

上げます。 

 今回の条例改正は、本市の行政機構において、行財政集中改革プランに掲げております

市民との協働を進め、また、市民のニーズへの対応や行政のさらなる効率化を図るため、

本年４月１日付で機構改革を行うことに伴うものでございます。 

 主な内容といたしましては、まず、総務部におきましては、協働のまちづくりを推進す

るため、総合的にまちづくりを担当しております「経営企画課」の課名を「総合まちづく

り課」と改称し、同課に「市民協働係」を新設することとし、協働のまちづくりと関連性

の高い自治会組織の育成及び地域防犯・交通安全等の業務を所掌し、市民協働のまちづく

り体制の強化を図ることといたしております。 

 次に、保健福祉部におきましては、こども育成課の母子生活係につきまして、母子生活

支援施設でありますアミックスの廃止に伴い、同係を廃止することとしております。また、

同課の家庭児童相談係を「家庭児童相談１係」とし、近年における相談件数の増加への対
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応、また新たに母子家庭就労支援の業務を行うため、「家庭児童相談２係」を新設し、市

民の相談体制の拡充を図ることといたしております。さらに、同課に「社会福祉係」を新

設いたしまして、社会福祉関連の業務を所掌することといたしております。 

 なお、これらの改編に伴い、「こども育成課」の課名を「こどもと福祉の課」と改称い

たしております。 

 最後に、市民協働課につきましては、「総合まちづくり課」及び「こどもと福祉の課」

に業務を移管いたしましたことから、廃止いたしております。 

 以上、このたびの機構改革の概要でございますが、この改変によりまして、一つの課の

スリム化を図り、市長部局の行政機構を「４部１８課」の体制といたしております。 

 本市の行政機構につきましては、行政改革の一環としまして、今後も適宜見直しを行い、

簡素で効率的な組織編制に努めてまいりたいと考えております。 

 なお、今回の機構改革に伴い、改正が必要となる他の条例につきましてもあわせて改正

することといたしております。 

 次に、第９号議案中間市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例に

ついて、提案理由を申し上げます。 

 今回の条例改正は、勤務時間内における組合活動について見直しを行い、職員が勤務時

間中に組合活動に従事する場合に、無給で認めることができる休暇としまして組合休暇を

創設をするため、必要な事項を定めるものでございます。 

 これまで、職員団体の組合活動に関しましては、職務に専念する義務の特例に関する条

例第２条第３号の規定により、給与を受けながら勤務時間中に行うことを認めておりまし

たが、今回の条例改正により、職員が勤務時間中に組合活動に従事する場合は、組合休暇

を取得し、任命権者の許可を得て、無給でその活動を行うこととなります。 

 なお、組合休暇の日数につきましては、１年度につき３０日を限度といたしております。

また、条例の施行日につきましては、平成２２年４月１日といたしております。 

 次に、第１０号議案中間市特別職職員の給与等に関する条例及び中間市教育委員会教育

長の給与、旅費及び勤務時間等に関する条例の一部を改正する条例について、提案理由を

申し上げます。 

 今回の条例改正の趣旨につきましては、本市の財政事情を考慮し、独自に実施いたして

おります給与の削減措置を行うものでございます。これまで市長等の常勤の特別職及び教

育長の給料につきましては、平成１５年１月から減額支給を実施しており、平成１７年度

からは、さらに減額率を増やし、市長においては１０％、副市長においては７％、教育長

においては４％の削減を実施しているところでございますが、平成２２年度におきまして

も、引き続き同様の削減を実施するものでございます。また、このことに関連いたしまし

て、管理職手当につきましても、これまで実施してまいりました減額措置を継続しますこ

とをご報告を申し上げます。 
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 なお、これらの給与の削減措置による財政効果額は全会計を合計しますと、特別職の給

与においては約２２９万円、管理職手当におきましては約６７０万円となり、合計すると

約８９９万円となる見込みでございます。 

 次に、第１２号議案中間市敬老祝金条例の一部を改正する条例について、提案理由を申

し上げます。 

 このたびの改正の主な内容は、高齢化率の上昇に伴い、今後も敬老祝金の受給対象者の

増加が予想されますことから、申請手続等を簡素化し、対象者の負担軽減及び事務の効率

化を図るものでございます。具体的には、給付を受ける際の本人やご家族等からの申請行

為を廃止し、市が８月２０日の基準日において、住民基本台帳及び外国人登録原票により

確認をし、対象者を決定、通知を行うこと。また、基準日以降にお亡くなりになった方に

対しましては、その遺族の方に対し、祝金の支給を行うことなど、条文の整備を行うもの

でございます。 

 次に、第１３号議案中間市火災予防条例の一部を改正する条例について、提案理由を申

し上げます。 

 今回の条例改正は、総務省消防庁において、個室ビデオ店等の防火安全対策について報

告書が取りまとめられ、これを受けた全国消防長会常任理事会において、「個室型店舗に

おける外開き戸の自動閉鎖装置に係る火災予防条例の一部改正案」が全会一致で可決され、

同案が示されたことに伴うものでございます。 

 条例改正の内容といたしましては、「個室型店舗において、避難通路に面する個室の外

開き戸を開放した場合、その後、自動的に閉鎖する装置を設置し、緊急時において避難通

路を有効に管理しなければならない」とする規定を設けるものでございます。 

 なお、条例の施行日につきましては、平成２２年４月１日でありますが、施行日時点に

おいて存在します個室型店舗、また、新築、増築等の工事中の個室型店舗につきましては、

平成２３年３月３１日までの間は、同規定を適用しない旨の経過措置を設けております。 

 以上でございますが、ご審議のほど、よろしくお願いを申し上げます。 

○議長（井上 太一君）   

 ただいま議題となっております条例改正５件に対する質疑は、３月３日の本会議で行い

ますので、ご了承をお願いいたします。 

────────────・────・──────────── 

日程第１４．第１１号議案 

○議長（井上 太一君）   

 次に、日程第１４、第１１号議案中間市母子生活支援施設設置条例を廃止する条例を議

題といたします。 

 市長から提案理由の説明を求めます。松下市長。 

○市長（松下 俊男君）   
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 第１１号議案中間市母子生活支援施設設置条例を廃止する条例について、提案理由を申

し上げます。 

 今回の条例廃止は、中間市母子生活支援施設であります、中間市立アミックスを閉鎖す

ることに伴うものでございます。 

 このアミックスは昭和３２年に中間市下大隈に母子寮として開所され、当初１５部屋の

施設でありましたが、平成３年に鉱害復旧事業により、居住空間が狭いとのことから２部

屋を統合し、現在の７部屋に改築され、現在に至っております。 

 平成１０年には、その役割が「配偶者のない女子等及びその者の児童を入所させて保護

し、自立の促進のための生活を支援し、あわせて退所した者の相談、援助を行うことを目

的とする施設」とする児童福祉法の改正があり、「母子寮」から「母子生活支援施設」と

改称されました。これは、この施設がＤＶ（ドメスティックバイオレンス）被害者並びに

障害者とその児童の保護及び支援を行う施設へと変化したものであります。このことから、

近年の利用者の状況はＤＶ被害者の利用傾向が増加しているものであります。この改正に

伴い、近隣の施設のほとんどが鉄筋コンクリート造の３階・４階建て、１部屋の間取りは

２ＤＫ程度、バス、トイレ付、その他の施設として、保育室、調理室、駐車場などが完備

され、利用者の保護及び支援体制が確保される施設となっております。それに対しまして、

アミックスの施設は、建物は木造平屋建でございます。また、１部屋の間取りは和室６畳

が２間、台所、トイレは備えておりますが、各部屋には浴室が設置されておらず、共同浴

室となっており、入浴は時間割制、浴室の清掃は共同で行うこととなっているとともに、

駐車場も完備されておりません。このように、この施設の構造的な要件からＤＶ被害者を

加害者から保護する機能が低いこと。また、近年の入所利用者の意識や経済状況の変化な

ど、現在のニーズに沿ってないことなど、入所する利用者が他の施設を希望することが多

いことにより、入所利用者が激減しております。最近の入所利用者は平成２０年度で２所

帯４人、平成２１年度は１世帯２人、平成２２年１月末現在におきましては、入所世帯が

いない状況となっております。中間市立アミックスを廃止する場合の地域や入所利用者に

与える影響につきましては、この母子生活支援施設は全国に２８１施設、福岡県内におき

ましては、アミックスのほか１４の施設が設置されております。福岡県は全国的にも多く

の母子生活支援施設が設置されていることから、施設利用者への影響は非常に少ないもの

と考えております。 

 以上のことを総合的に勘案し、母子生活支援施設、中間市立アミックスを平成２２年

３月３１日をもって廃止するものでございます。 

 ご審議のほど、よろしくお願いを申し上げます。 

○議長（井上 太一君）   

 ただいま議題となっております第１１号議案に対する質疑は、３月３日の本会議で行い

思いますので、ご了承をお願いいたします。 
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────────────・────・──────────── 

日程第１５．第１４号議案 

日程第１６．第１５号議案 

○議長（井上 太一君）   

 次に、日程第１５、第１４号議案及び日程第１６、第１５号議案の条例制定２件を一括

議題といたします。 

 市長から提案理由の説明を求めます。松下市長。 

○市長（松下 俊男君）   

 第１４号議案及び第１５号議案を一括して、提案理由を申し上げます。 

 まず、第１４号議案職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例について、

提案理由を申し上げます。 

 本条例は、職員が職員団体のために勤務時間内に行うことができる業務または活動につ

いて明確にするため、地方公務員法第５５条の２第６項の規定に基づき定めるものでござ

います。 

 内容といたしましては、同法第５５条第８項の規定に基づく適法な交渉を行う場合、ま

た、休日及び休日の代休日並びに年次有給休暇並びに休職の期間に限り、給与を受けなが

ら、職員が職員団体のため、その業務または活動をすることができることとするものでご

ざいます。 

 なお、本条例の制定に伴い、これまで職員団体のために業務または活動を行うに当たり

適用しておりました「職務に専念する義務の特例に関する条例」第２条第３号の規定を削

る改正をあわせて行っております。また、本条例の施行日につきましては、平成２２年

４月１日といたしております。 

 次に、第１５号議案中間市暴力団排除条例について、提案理由を申し上げます。 

 今回の条例制定は、福岡県において、暴力団による発砲事件などの市民生活を脅かす事

件が多発し、市民や事業者に多大な脅威を与えている現状に鑑み、昨年の１０月１９日に

公布され、本年４月１日に施行されます「福岡県暴力団排除条例」を受け、本市において

も暴力団の排除に関し、制定するものでございます。 

 条例の概要といたしましては、「暴力団を利用しない」、「暴力団に金を出さない」、

「暴力団を恐れない」という、暴力団排除・暴力追放における「三ない」運動を暴力団の

排除を推進する上での基本理念とし、市、市民、事業者等の役割、市の施策等を規定して

いるものでございます。 

 条例の内容といたしましては、まず市の役割として、市民及び事業者や福岡県警などの

関係機関と連携し、暴力団の排除に関する施策を総合的に推進することとしております。

また、市民及び事業者の役割としまして、市が実施する施策に協力するように努めるとと

もに、暴力団の排除に資する情報を知ったときは、市や警察等に情報提供をするよう努め
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ることとしております。 

 なお、市民及び事業者においては、紛争の解決等に関し、暴力団の威力を利用してはな

らないとするとともに、暴力団員等に対しまして、暴力団の活動に協力するなどの目的で、

金品等の財産の利益を供与してはならないとしております。 

 最後に、市における具体的な対策といたしましては、まず、暴力団が利することとなら

ないように、公共工事の入札等に暴力団等を参加させないこととしております。 

 次に、市民及び事業者に対する支援として、暴力団の排除のための活動に取り組むこと

ができるよう、市が情報の提供等を行うこととしております。さらに、青少年に対する取

り組みとしまして、市が設置する学校において、青少年が暴力団に加入しないよう、また、

暴力団員による犯罪の被害を受けないようにするための教育を行うこととするとともに、

市が設置する以外の学校に対しましては、これらの教育が行われるよう、情報の提供や支

援などの協力を行っていくこととしております。 

 本条例の制定を契機としまして、今後も中間市からあらゆる暴力の排除に取り組み、市

民が安心かつ安全に暮らせるよう、努めてまいる所存であります。 

 ご審議のほど、よろしくお願い申し上げます。 

○議長（井上 太一君）   

 ただいま議題となっております条例制定２件に対する質疑は、３月３日の本会議で行い

ますので、ご了承をお願いいたします。 

────────────・────・──────────── 

日程第１７．第１６号議案 

日程第１８．第１７号議案 

日程第１９．第１８号議案 

○議長（井上 太一君）   

 次に、日程第１７、第１６号議案から日程第１９、第１８号議案までの組合規約変更等

３件を一括議題といたします。 

 市長から提案理由の説明を求めます。松下市長。 

○市長（松下 俊男君）   

 第１６号議案から第１８号議案まで一括して提案理由を申し上げます。 

 まず、第１６号議案福岡県市町村職員退職手当組合を組織する地方公共団体の数の減少

及び福岡県市町村職員退職手当組合規約の変更について、提案理由を申し上げます。 

 平成２２年３月３１日をもちまして、小郡市・筑前町衛生施設組合が解散されることに

伴い、福岡県市町村職員退職手当組合を組織する地方公共団体の数を減少し、同組合の規

約を変更するため、地方自治法第２９０条の規定により、議会の議決を求めるものでござ

います。 

 次に、第１７号議案福岡県自治振興組合を組織する地方公共団体の数の増減について、
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また、第１８号議案福岡県市町村災害共済基金組合を組織する地方公共団体の数の増減に

つきましては、同一の理由によるものでございますので、一括して提案理由を申し上げま

す。 

 福岡県自治振興組合及び福岡県市町村災害共済基金組合を組織する地方公共団体のうち

前原市、糸島郡二丈町及び同郡志摩町が廃され、その区域をもって糸島市が設置されたこ

と、また、八女郡黒木町、同郡立花町、同郡矢部村、及び同郡星野村が廃され、その区域

が八女市に編入されたことに伴い、両組合を組織する地方公共団体の数を増減するため、

地方自治法第２９０条の規定により、議会の議決を求めるものでございます。 

 以上、ご審議のほど、よろしくお願いを申し上げます。 

○議長（井上 太一君）   

 ただいま議題となっております組合規約変更等３件に対する質疑は、３月３日の本会議

で行いますので、ご了承をお願いします。 

────────────・────・──────────── 

日程第２０．第１９号議案 

日程第２１．第２０号議案 

日程第２２．第２１号議案 

日程第２３．第２２号議案 

日程第２４．第２３号議案 

日程第２５．第２４号議案 

日程第２６．第２５号議案 

日程第２７．第２６号議案 

日程第２８．第２７号議案 

日程第２９．第２８号議案 

日程第３０．第２９号議案 

○議長（井上 太一君）   

 次に、日程第２０、第１９号議案から日程第３０、第２９号議案までの平成２２年度各

会計予算１１件を一括議題といたします。 

 市長から提案理由の説明を求めます。松下市長。 

○市長（松下 俊男君）   

 第１９号議案から第２９号議案までは関連がございますので、一括して提案理由を申し

上げます。 

 まず、第１９号議案となります平成２２年度一般会計予算につきましては、私が昨年

７月の市長選挙において、市民の皆様から２期目の負託を受けて初めての予算編成であり

ますが、１期目に就任後、全力で取り組んでまいりました行財政改革を基本としつつ、市

民サービスの向上を図りながら、市民の皆様にお約束いたしました「住んでみたいまちづ
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くり」、「住んで良かったまちづくり」の実現に向けた予算編成といたしております。ま

た、現下の地方財政は、景気低迷の長期化により雇用情勢が依然として厳しい状況であり、

本市におきましても市税等収入の減少は顕著になってきておりますが、国が平成２１年度

において、疲弊した地方に対し、明日の安心と成長のために実施した、地域経済の活性化

を図る緊急経済対策を活用し、平成２２年度予算の一部を前年度に前倒しすることで、地

元経済の浮揚対策に速やかに取り組み、また、財政的にも大変有利な財源対策となること

から、景気対策・財政基盤強化の両面から、効率的な１３カ月予算といたしております。 

 それでは、歳出の主なものをご説明いたします。 

 まず、人件費におきまして、定員管理計画による採用抑制及び地域手当の廃止により、

昨年度比１億３００万円減額の３１億２,０００万円となり、一般会計全体に占める割合

は約１９％となっております。 

 扶助費におきましては、国の施策による子ども手当の創設、本市独自の子育て支援策と

しまして、乳幼児・児童医療費の公費負担を小学校３年生までに拡大することなどにより

まして、前年度比５億４００万円増額の４９億３,９００万円となっております。また、

一部事務組合等に対する負担金は、遠賀・中間地域広域行政事務組合において、し尿処理

施設費における委託料等の見直しにより、前年度比８,９００万円減額の８億３,６００万

円となっております。 

 総務費につきましては、職員の人材育成を図り、組織力を高めるため、本年度から人事

評価制度支援業務を導入し、その委託料としまして３３０万円、また、平成２２年度は国

勢調査を実施する年度となっているため、その経費といたしまして１,８２０万円、さら

に、７月に実施予定の参議院議員通常選挙に要する経費といたしまして、１,５９０万円

を計上いたしております。 

 民生費につきましては、制度改正等により、重度心身障害者医療費が５,８７０万円、

ひとり親家庭医療費が２,８５０万円、それぞれ前年度から減額となっており、生活保護

費につきましては、生活保護受給者が増えましたことにより、５,３９０万円の増額とな

っております。 

 また、後期高齢者医療広域連合への負担金につきましては、３,４００万円増額の５億

５,０００万円となっております。 

 衛生費につきましては、昨年１０月から実施しております、緊急経済対策における未来

への投資につながる子育て支援の一環としまして「女性特有のがん検診推進事業」を本年

度も引き続き実施し、検診の受診率の向上と早期発見に資することとしております。 

 労働費につきましては、厳しい雇用情勢の中を本市といたしましても、離職者、失業者

の雇用の確保を図るため、国の制度を活用した緊急雇用対策としまして、２,０５０万円

を計上しております。 

 農林水産業費につきましては、垣生公園前の旧福祉センター跡地に市民の皆様が集い、
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宿泊も可能な地域交流センターと地場産農産物を中心とした販売を行う農産物直売所の建

設費といたしまして２億１,０００万円を計上しております。 

 商工費につきましては、今年度も引き続き、地域経済活性化対策といたしまして、商工

会議所が販売するプレミアム付商品券を助成するための経費といたしまして６００万円を

計上しております。 

 土木費につきましては、二タ股・東中牟田線道路改良事業に１億２,２００万円を計上

し、４１０メートルの工事区間を計画しており、平成２２年度で完成予定となります。ま

た、通谷電停付近の道路形態を見直し、歩行者の安全確保と渋滞解消を図るため、通谷

１号踏切拡幅事業に５,９５０万円、さらに、都市公園内における施設関係の耐用年数を

調査をし、公園利用者の事故を未然に防止するため、計画的に交換・撤去ができるよう、

国の補助制度を活用するため、公園施設長寿命化計画を策定する費用に５２０万円を計上

しております。 

 消防費につきましては、昭和６３年に購入し、既に２２年が経過をしております消防団

第３分団のポンプ自動車の更新に要する経費といたしまして１,５００万円を計上し、消

防体制の強化を図り、安心して暮らせるまちづくりに努めてまいります。 

 教育費につきましては、本年度も引き続き小中学校の校舎の耐震化を進めるため、北中

学校の耐震診断、中間中学校の耐震補強工事実施設計を行い、安全で安心して授業を受け

ることができる環境整備を進めてまいります。また、学校教育の充実化のために、小学校

低学年におきまして、３５人学級を目指し、本年度は市の予算により１名の職員を増員し、

さらに小学校の児童・教員に対する英語教育向上のため、英語教育指導アドバイザーを採

用し、子どもたちの学力向上に努めてまいりたいと思っております。 

 昨年の１０月に世界遺産暫定一覧表への追加記載を受けました「九州・山口の近代化産

業遺産群」の世界遺産登録に向けての予算につきましては、本年度は世界遺産推進協議会

等の負担金といたしまして４５０万円を計上いたしております。 

 次に、一般会計の歳入予算につきましてご説明を申し上げます。 

 本市の歳入予算の根幹であります市税につきましては、景気低迷の影響により、全体で

８,４００万円の減額となる４１億７,６００万円を計上いたしております。もう一つの柱

であります地方交付税につきましては、地方財政対策においては、前年度比６.８％の増

額となっており、また、自治体の財政力に応じた算定方法の変更がなされ、その結果、本

市におきましては、前年度に比較して１億１,０００万円増額の総額５０億３,５００万円

を計上いたしております。 

 基金繰入金につきましては、一部事業を前年度に前倒し、有利な財源の確保を図りまし

たが、前年度と比較して９,０００万円増額の１億４,２００万円を計上しております。 

 市債につきましては、前年度まで約４億円ずつ借り入れておりました退職手当債を公債

費軽減のため、新年度は借り入れないものとしたこと、また、財源活用のため、平成
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２２年度事業を３月補正予算に計上したこと等によりまして、前年度から４億７,８００万

円減額となり、９億４,５００万円を計上しております。基金繰り入れが増額となり、自

主財源比率が低い本市におきましては、平成２２年度以降も安全かつ良質な公共サービス

が確実、効率的かつ適正に実施されるよう、引き続き行財政改革に取り組む所存でござい

ます。 

 以上により、平成２２年度一般会計予算は前年度と比較して３億９,９００万円の増額、

率にしまして２.６％増の歳入歳出総額１６０億４,３１０万円を計上いたしております。 

 次に、第２０号議案平成２２年度中間市特別会計国民健康保険事業予算について、提案

理由を申し上げます。 

 まず、歳出の主なものといたしましては、保険給付費としまして４０億６７０万円、老

人保健拠出金としまして１,２１０万円、後期高齢者支援金といたしまして６億１,２８０万

円、介護納付金といたしまして２億８８０万円、共同事業拠出金としまして６億６,１４０万

円、保健事業費といたしまして２,１９０万円を、また、これらに伴う事務費といたしま

して、９,７３０万円を計上いたしております。 

 次に、歳入につきましては、国民健康保険税としまして９億８,０７０万円を計上いた

しております。 

 この内訳としましては、医療給付費分が７億４,５７０万円、介護納付金分が４,２２０万

円、後期高齢者支援金分が１億９,２８０万円でございます。また、国庫支出金といたし

ましては１４億８,３８０万円、療養給付費交付金としまして３億６,６３０万円、前期高

齢者交付金としまして１３億２,０７０万円、県支出金２億３,０００万円、共同事業交付

金６億４,１２０万円、繰入金３億５,６９０万円、諸収入２億４,７８０万円を計上いた

しております。 

 以上によりまして、予算総額を歳入歳出それぞれ５６億２,８５３万円とするものでご

ざいます。 

 今後も国民健康保険事業を取り巻く状況は厳しい状況が続きますが、医療費の適正化に

向けて、なお一層の歳出削減に努力いたしますとともに、保険税等歳入の確保に最大限努

力し、制度の安定的な運営を図ってまいる所存でございます。 

 次に、第２１号議案平成２２年度中間市住宅新築資金等特別会計予算について、提案理

由を申し上げます。 

 まず、歳出の主なものといたしましては、起債に伴う元利償還金としまして、公債費を

１６４万円計上いたしております。また、この歳出に充当する歳入につきましては、公債

費の利子に対する県の利子補給金としまして、県支出金に２９万円、貸付金の元利収入と

しまして、諸収入に１３５万円計上いたしております。 

 以上により、予算の総額を歳入歳出それぞれ１６４万円とするものでございます。今後

とも貸付金の回収に最大限努力する所存でございます。 
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 次に、第２２号議案平成２２年度中間市地域下水道事業特別会計予算について、提案理

由を申し上げます。 

 歳出の主なものといたしまして、曙下水処理場及び中鶴下水処理場の維持管理委託料を

５,４４０万円、両下水処理場の修繕及び光熱水費を２,１３０万円、並びに事務処理に要

する経費を４３０万円計上いたしております。 

 次に、歳入の主なものといたしましては、下水道使用料を８,７４０万円計上いたして

おります。 

 以上によりまして、歳入歳出それぞれ予算総額を８,８１７万円とするもので、前年度

より３７０万円減額いたしております。 

 次に、第２３号議案平成２２年度中間市公共下水道事業特別会計予算について、提案理

由を申し上げます。 

 歳出の主なものといたしましては、大辻蓮花寺幹線ほか２３地区で実施する管渠築造工

事を９億７,０００万円、土手ノ内三丁目地内ほか７地内の実施設計業務委託料を

６,０００万円、ガス管及び水道管移設補償費を７,０００万円、流域下水道処理負担金を

２億３,３００万円、公債費の元金償還金を３億１,９６０万円、同じく利子償還金を２億

３,２００万円計上いたしております。 

 次に、歳入の主なものといたしましては、下水道受益者負担金を８,５１０万円、下水

道使用料を２億８,８９０万円、一般会計繰入金を４億７,７２０万円、公共下水道事業費

国庫補助金を４億２,５００万円、公共下水道事業債を７億２１０万円計上いたしており

ます。 

 以上により、歳入歳出それぞれ予算総額を１９億９,９９０万円とするもので、前年度

より２,２５０万円減額いたしております。 

 財政状況の厳しい中、単独事業費を減額し、国庫補助対象事業費を増額するなど、国庫

補助事業を積極的に活用し、効率的な事業運営を努めてまいりたいと思っております。 

 次に、第２４号議案平成２２年度中間市老人保健特別会計予算につきまして、提案理由

を申し上げます。 

 歳出の主なものといたしましては、医療諸費といたしまして２００万円を計上いたして

おります。また、歳入の主なものといたしましては、支払基金交付金１００万円、国庫支

出金６０万円、県支出金２０万円、繰入金２０万円を計上いたしております。 

 以上によりまして、歳入歳出合計それぞれ２０３万円とするものでございます。 

 なお、当会計につきましては、平成２０年度から福岡県後期高齢者医療広域連合により、

後期高齢者医療制度が実施されておりますことから、予算計上も今回限りとなります。 

 次に、第２５号議案平成２２年度中間市公共用地先行取得特別会計予算につきまして、

提案理由を申し上げます。 

 平成２２年度におきましては、用地の取得計画はございませんが、借入金の元金と利子
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をあわせた６７０万円の償還金を含む歳入歳出それぞれ６８７万円を計上いたしておりま

す。これによりまして、平成２２年度末の地方債残高は３,２２０万円の見込みとなって

おります。 

 次に、第２６号議案平成２２年度中間市介護保険事業特別会計予算について、提案理由

を申し上げます。 

 初めに、保険事業勘定の歳出における主なものといたしましては、介護サービス利用に

伴う保険給付費３２億４,４７０万円、高齢者の地域での生活を総合的に支援する地域支

援事業費８,４１０万円、また、職員人件費等総務費におきましては１億９４０万円を計

上いたしております。 

 歳入の主なものといたしましては、保険給付費等の歳出に対する国庫支出金７億

７,６１０万円、県支出金４億８,８１０万円、市繰入金４億１,９７０万円、基金繰入金

５,３３０万円を計上し、６５歳以上の第１号被保険者の保険料としまして６億１,３６０万

円、４０歳以上６５歳未満の第２号被保険者の保険料としまして、支払基金交付金９億

６,８９０万円、その他職員給与費等及び事務費といたしまして、一般会計繰入金１億

１,０１０万円を計上いたしております。 

 以上により、保険事業勘定では、歳入歳出それぞれ３４億３,９２５万円を計上いたし

ております。 

 次に、サービス事業勘定の歳出の主なものといたしましては、職員人件費、嘱託職員人

件費、新予防給付ケアプラン作成委託料等を含む居宅介護支援事業費としまして３,４５１万

円を、また、その歳出に充当する歳入といたしましては、予防給付費収入３,４５１万円

を計上し、サービス事業勘定の予算を歳入歳出それぞれ３,４５１万円を計上いたしてお

ります。 

 本市におきましては、高齢者人口の増加に伴い、高齢化率が平成２１年１０月末現在で

２９％となり、全国及び福岡県の高齢化率を上回っております。このような高齢者を取り

巻く状況の変化を踏まえ、超高齢化社会においても、適正な介護給付とさらなる介護予防

事業の充実を図り、中間市の保健福祉関連施策を総合的、かつ計画的に推進してまいる所

存でございます。 

 次に、第２７号議案平成２２年度中間市後期高齢者医療特別会計予算について、提案理

由を申し上げます。 

 歳出の主なものといたしましては、一般管理費５１０万円、福岡県後期高齢者医療広域

連合への納付金７億２,０１０万円、保険料の過年度還付金３０万円を計上いたしており

ます。 

 また、歳入の主なものにつきましては、後期高齢者医療保険料５億８,４７０万円、他

会計からの繰入金１億４,０６０万円を計上いたしております。 

 以上によりまして、歳入歳出それぞれ７億２,５８０万円とするものでございます。 
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 後期高齢者医療制度につきましては、不安定な状況であることはご承知のことと存じま

すが、１日も早く安定した制度となり、高齢者の方に安心して生活していただけるよう、

鋭意努力を重ねてまいる所存でございます。 

 ご審議のほど、よろしくお願いを申し上げます。 

 次に、第２８号議案平成２２年度中間市水道事業会計予算について、提案理由を申し上

げます。 

 平成２２年度の給水戸数は、中間市と遠賀町を合わせまして２万７,２７０戸を予定し、

年間の総配水量を７６５万立方メートル、１日当たりの平均配水量を２万９５３立法メー

トルとして、年間有収水量を６８３万立方メートルと見込んでおります。 

 まず、収益的収入及び支出について、ご説明を申し上げます。 

 水道事業収益は１０億９,４０４万５,０００円を計上し、その主な収益は給水収益の

１０億１,３６８万６,０００円でございます。また、水道事業費用につきましては、

１０億８,０１８万８,０００円を計上いたしております。その結果、平成２２年度は消費

税を含めまして、１,３８０万円の利益を見込んでおります。 

 次に、資本的収入及び支出について、ご説明申し上げます。 

 資本的収入は２億２,２６５万２,０００円を計上し、その主な収入といたしましては、

負担金６,０６４万２,０００円、企業債１億５,０００万円及び施設分担金等の

１,２０１万円でございます。これに対してまして、資本的支出には、建設改良事業費、

企業債償還元金等で５億５,３１０万６,０００円を計上いたしております。 

 その内容といたしましては、配水管が老朽化していることに伴い、配水管の布設替工事

を重点的に行うものでございます。主な工事といたしましては、中間地区では、県道中

間・新延線配水管布設替工事など１２件、また、遠賀地区では町道ダイヤニュータウン

２０号線ほかの配水管布設替工事など５件で、総件数１７件を予定いたしております。こ

のことから、平成２２年度における建設改良事業につきましては、総事業費３億８,２５９万

円をもちまして実施することといたしております。 

 なお、資本的収支における不足額３億３,０４５万円につきましては、当年度分の損益

勘定留保資金等で全額を補てんする予定でございます。 

 以上、平成２２年度中間市水道事業会計当初予算の概要でございます。 

 ご審議のほど、よろしくお願いを申し上げます。 

 次に、第２９号議案平成２２年度中間市病院事業会計予算について、提案理由を申し上

げます。 

 まず、第３条予算の収益的収入及び支出につきまして、ご説明を申し上げます。 

 病院事業収益に１９億９,２６１万１,０００円を計上いたしております。このうち医業

収益に１９億６００万円を計上しております。この収益の内訳といたしましては、入院収

益７億８,８００万円、外来収益１０億３,４００万円、他会計負担金４,３００万円、そ
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の他医業収益４,１００万円でございます。また、医業外収益に８,７００万円を計上いた

しております。その主なものといたしましては、他会計負担金３,３００万円、他会計補

助金４,４００万円でございます。 

 次に、病院事業費用に１９億９,２６１万１,０００円を計上いたしております。その主

なものといたしましては、医業費用で給与費９億４,９００万円、材料費に６億６,７００万

円、経費２億５,５００万円、減価償却費６,２００万円、資産消耗費２,５００万円を計

上し、医業外費用で支払利息２,５００万円、特別損失といたしまして３００万円を計上

しております。 

 次に、第４条予算の資本的収入及び支出につきまして、ご説明を申し上げます。 

 資本的収入に１億１,８５９万７,０００円を計上いたしております。その主なものとい

たしまして、固定資産整備企業債７,９００万円、他会計負担金４,０００万円でございま

す。また、資本的支出に１億４,９８０万１,０００円を計上いたしております。その主な

ものといたしましては、固定資産購入費８,４００万円、企業債償還金６,６００万円でご

ざいます。 

 なお、資本的支出に対する収入の不足額３,１００万円は、損益勘定留保資金で全額補

てんする予定にいたしております。 

 以上でございますが、ご審議のほど、よろしくお願いを申し上げます。 

○議長（井上 太一君）   

 ただいま議題となっております平成２２年度各会計予算１１件に対する質疑は、３月

１２日の本会議で行いますので、ご了承をお願いいたします。 

────────────・────・──────────── 

日程第３１．会議録署名議員の指名 

○議長（井上 太一君）   

 これより日程第３１、会議録署名議員の指名を行います。 

 本日の会議録署名議員は、会議規則第７６条の規定により、議長において、宮下寛君及

び山本慎悟君を指名いたします。 

────────────・────・──────────── 

○議長（井上 太一君）   

 以上で本日の日程はすべて終了いたしましたので、本日はこれにて散会いたします。 

午前11時06分散会 

────────────────────────────── 



- 26 - 

 

 

 

    地方自治法第１２３条第２項の規定により、ここに署名する 

 

 

        議  長    井  上  太  一 

 

 

        議  員    宮  下     寛 

 

 

        議  員    山  本  慎  悟 


